
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（参考）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）(2) 職員給与費の状況（普通会計予算）(2) 職員給与費の状況（普通会計予算）(2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

千円        千円

 (3) 特記事項 (3) 特記事項 (3) 特記事項 (3) 特記事項

　本市は平成18年2月11日に合併したため、合併日現在の状況を公表いたします。つきましては、合併日

現在では算定できない箇所を「－」で省略させていただきます。

 (4) ラスパイレス指数の状況（合併日現在） (4) ラスパイレス指数の状況（合併日現在） (4) ラスパイレス指数の状況（合併日現在） (4) ラスパイレス指数の状況（合併日現在）

　算定不可能

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（合併日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（合併日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（合併日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（合併日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

　　　　②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

　　　　③教育職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円― ―

― ―

類似 ―

国

千円  

給　 料

346,573

―

40.8

―

一人当たり給与費

％

―

―

　　　　　　Ａ 　　　　　計　　　　　Ｂ職員手当

千円  

期末・勤勉手当

423,441

―

区 分 平均給料月額

洲本市

類似

平均給料月額

400,439

洲本市

平均給与月額

358,286

―

国

洲本市

―

団体 ―

平 均 年 齢

平均給与月額

350,344

314,400

％

人 件 費

千円  千円  

―――

平均給与月額

住民基本台帳人口

　　　　　（合併日現在）

洲本市の給与・定員管理等について洲本市の給与・定員管理等について洲本市の給与・定員管理等について洲本市の給与・定員管理等について

人 件 費 率実質収支

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ　 16年度の人件費率

年度 千円  千円　 千円  人 

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

17

職員数

51,874

給 与 費

―――

17

人  年度

459

区     分

平　均　年　齢

46.4

区 分

　　　　　　区　　分

うち学校給食員

平 均 年 齢 平均給料月額

うち清掃職員

― ―

― ―

うち用務員

387,064

323,532

―

―

―

342,108

341,525

―

― ― ―

292,200

―

団体

41.10 342,800

― ―

345,368

359,547

323,532

―

306,900

47.9 314,700

44.8 293,200

44.7

国

類似団体

Ｂ／Ａ

－1 －



（注）１　　「平均給料月額」とは、合併日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外　　　　　 

勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。このうち、上段はこれら全ての諸手当込み

のものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　　　　　 

 また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含ま　　　　　

れていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

（2) 職員の初任給の状況（合併日現在）（2) 職員の初任給の状況（合併日現在）（2) 職員の初任給の状況（合併日現在）（2) 職員の初任給の状況（合併日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（合併日現在） (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（合併日現在） (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（合併日現在） (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（合併日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

計算困難なため省略

３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（合併日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（合併日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（合併日現在）(1) 一般行政職の級別職員数の状況（合併日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　洲本市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

20.0

13.4

16.1

9.5

12.5

11.134

29

17.4

高　校　卒

一般行政職

技能労務職

教育職

短　大　卒

中　学　卒

高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒

―

―

―

国

初任給 ２年後の給料

183,800

―

―

―

153,800 148,000138,400

138,400

61

134,000

183,800

142,800

洲　　本　　市

初任給 ２年後の給料

142,800

170,200

153,800

経 験 年 数 ２ ０ 年

区 分

―

特命参事、部長、次長、課長、副課長、参事

教育職

短　大　卒

高　校　卒

大　学　卒

区　　　         分

中　学　卒

一般行政職

技能労務職

高　校　卒

４　　級

区　　分

７　　級

49

事務員、技術員

２　　級

副課長、課長補佐、参事

１　　級

係長、主査

53

41

５　　級

３　　級

構成比

―

―

―

―

―

―

153,800 170,200 ―

経 験 年 数 １ ５ 年

― ― ―

38

170,200

―

―

６　　級

高　校　卒 ― ―

―

―

職員数

―

―

―

経 験 年 数 １ ０ 年

― ―

標準的な職務内容

主任

主任

主事、技師

－2 －



  

（2）昇給期間短縮の状況（2）昇給期間短縮の状況（2）昇給期間短縮の状況（2）昇給期間短縮の状況

　

人

人

％

人

人

％

４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当

期末手当 千円  

勤勉手当 千円　

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 同左

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　－ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　なし ・管理職加算　１０～２５％

0

－

0

全職種

－

0

　　　　　　　　　　　Ａ

１７年度

職 員 数

て昇給した職員数

　　　　　　　　Ｂ／Ａ

比　　　　　　　率

　　　　　　　　　　　Ｂ

～２４月）を短縮し

区　　　　　　　　　　　　分

普通昇給期間（１２

１人当たり平均支給額（１７年度）

－

3.0

職 員 数

　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　Ｂ／Ａ

比　　　　　　　率

0

　　　　　　　　　　　Ａ

～２４月）を短縮し

普通昇給期間（１２

て昇給した職員数

国

－

洲　　　　本　　　　市

－

－

1.45

１級 9.5%

２級 12.5%

３級 11.1%

４級 17.4%

５級 20.0%

６級 13.4%

７級 16.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
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 (2) 退職手当（合併日現在） (2) 退職手当（合併日現在） (2) 退職手当（合併日現在） (2) 退職手当（合併日現在）

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 同左

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 ―

 (3) 調整手当（合併日現在）(3) 調整手当（合併日現在）(3) 調整手当（合併日現在）(3) 調整手当（合併日現在）

千円

円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（合併日現在）(4) 特殊勤務手当（合併日現在）(4) 特殊勤務手当（合併日現在）(4) 特殊勤務手当（合併日現在）

千円

円

％

－

物件の差押え、差押物件の引揚

げ等の滞納処分に従事

－

支給実績（１７年度決算）

手当の種類（手当数）

税務職員

護送作業手当 右記の業務に従事した職員

１日400円

訪問看護業務手当 看護師、理学療法士等の職員

家庭を訪問し療養上の世話又は

必要な診療の補助若しくはリハビリ

テーション等の訪問看護の業務に

従事

１日200円

評価事務手当 税務職員 １日400円

庁舎外において固定資産税の課

税客体のうち土地及び家屋に係る

評価事務に従事

27.30

（支給率）　　 　　　　　　　　自己都合　      　　勧奨・定年

支給対象地域

滞納処分手当

42.12

59.28

訪問看護待機手当 右記の業務に従事した職員

47.50

59.28

支給実績（１７年度決算）

市内全地域

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

21.00

洲　　　　本　　　　市

手当の名称 主な支給対象職員

支給率

5.5

33.75

夜間看護等手当

税務職員

右記の業務に従事した職員

用地交渉等手当

社会福祉業務

現業手当

精神結核保健

業務手当

訪問看護対象世帯からの緊急の

呼び出しに対応するために待機

用地課職員及び用地交渉業務従

事職員

庁舎外において市の事業の推進

に必要な土地の取得等に係る交

渉又はその事業の施行により生ず

る損失の補償に係る交渉の業務で

市長が困難であると認めるものに

従事

右記の業務に従事した職員

社会福祉法（昭和26年法律第45

号）第15条第１項第２号に規定す

る現業を行う職員が、家庭等を訪

問し現業に従事

保健師又は看護師

精神病患者若しくは結核患者又は

行旅病人の入院措置の護送作業

に従事

国

１日400円

家庭を訪問して精神病患者又は

結核患者に接して療養又は看護

の指導に従事

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

１日400円

勤務１回3,000円

深夜（午後10時から翌日の午前５

時までの間をいう。）における看護

又は介護業務に従事

１日400円

１日300円

１日740円

勤務日の時間外に待機1

日1,000円、週休日・休日

に待機１日2,000円

―　　

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算） ―　　

59.28

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

―

―

0586

国の制度（支給率）

―　　

27

家庭等を訪問し、納税の督励、徴

収等の事務に従事

徴収手当
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手術手当 医師 手術 １回20,000円

時間外診療手当 医師 外来の時間外、休日、深夜の診療

１回　診察料点数表の初

診料又は再診料の基本

点数に、時間外、休日、

深夜に該当する加算点

数を加えた点数に10円を

乗じて得た額の８割を超

えない範囲の額

災害従事手当 右記の業務に従事した職員

異常な自然現象又は大規模な事

故により重大な災害が発生し、若

しくは発生するおそれがある場合

において、洲本市災害対策本部

の指示に従い、防災又は救助の

業務に従事

１災害1,270円

有害物取扱手当 水道事業所職員

水道事業所の浄水場において滅

菌用塩素のボンベ交換作業に従

事

１回600円

緊急時待機手当 水道事業所職員

週休日又は休日に水道管の破裂

等の不測の事態に備え待機

１日2,000円

１日510円

死獣処理手当 右記の業務に従事した職員

(１)　屋外に放置された死獣の収

容作業又は飼い主の要請を受け

犬猫等の死体の引取り作業に従

事したとき。

(２)　収容された死獣を定められた

処分場に搬送する等の処理作業

に従事したとき。

１回500円

道路の維持修繕の作業又は上下

水道管の補修作業若しくは公園の

清掃作業のうち道路上で行うごみ

の積載等の作業に従事

１日200円

１日740円

清掃等作業手当 環境整備課職員 清掃作業又は火葬場作業に従事 １日900円

防疫作業手当 右記の業務に従事した職員

狂犬病予防注射

従事手当

右記の業務に従事した職員

(１)　感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律

（平成10年法律第114号）第６条に

規定する１類感染症、２類感染症、

３類感染症又は新感染症の病原

体に汚染されている区域におい

て、感染症患者の救護又は当該

病原体の付着した物件若しくは付

着の疑いのある物件の処理作業

又は消毒作業に従事したとき

(２)　家畜伝染病予防法（昭和26

年法律第166号）に規定する患畜

又は擬似患畜の殺処分の立会

い、畜舎の消毒又は死体の焼却

作業に従事したとき

放射線技師放射線作業手当

狂犬病予防注射に従事

道路上作業手当 右記の業務に従事した職員

１日230円

死体処理手当 右記の業務に従事した職員 １日4,000円

放射線作業に従事

(１)　行旅死亡人又は変死者の処

置作業に従事したとき

(２)　診療所の入院患者又は特別

養護老人ホームの入所者が死亡

し、死後の処置を行ったとき

－5 －



 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 (6) その他の手当（合併日現在） (6) その他の手当（合併日現在） (6) その他の手当（合併日現在） (6) その他の手当（合併日現在）

扶養手当 千円 円

住居手当 千円 円

研究研修手当 医師 研究研修

１か月勤務した月１月に

つき60万円を上限として

別に定める額

待機手当 医師 待機

１日につき平日5,000円、

休日7,500円

往診手当 医師 往診

１回　勤務時間内及び休

日、夜間、深夜（午後10

時から午前６時まで）の診

療保険点数表に定める距

離に応じて、それぞれ該

当する診療保険点数に

10円を乗じて得た額の８

割を超えない範囲の額

入院

医学管理料の有床診療

所で掲げる各項目の点数

の平均した点数に10円を

乗じた額の８割を超えな

い範囲の額

嘱託医契約手当 医師

医師会との協議に基づく市内企業

等との嘱託医契約及び市の運営

する施設との嘱託医契約

契約金額の７割

入院手当 医師

○自ら居住するため住宅を借り受け、家賃

   を支払っている職員

　　　・家賃23,000円以下　家賃－12,000円

　　　・家賃23,000円超

　　     11,000円＋（家賃－23,000円）×1/2

　　　　 （27,000円限度）

○自宅居住者で世帯主である職員

　　　・3,500円

○単身赴任手当を支給されている職員の

　　配偶者が居住する住居

　　　・上記額の1/2を加算

国の制

異なる

○扶養親族のある職員に対して支給

　　　・配偶者　13,000円

　　　・配偶者以外の扶養親族２人目まで

　　　　　　  6,000円

　　　・配偶者が扶養親族でない場合の１人

　　　　目 　6,500円

　　　・配偶者がない場合の１人目

　          11,000円

　　　・３人目以降　5,000円

　　　・16歳になる年度初めから22歳になっ

　　　　た年度末までの子の加算　5,000円

支給職員１人当たり

  平均支給年額内容及び支給単価

（１７年度決算）

（１７年度決算）

国の制度と

異なる内容

持家居住職員の

手当額は､国は

2,500円（新築等

の日から５年を

経過するまでの

間に限定）

―

支給実績（－年度決算）

―支給実績（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

度との

異同

手　当　名

―

―

―

支給職員１人当たり平均支給年額（－年度決算）

同じ ―

―

支給実績

―

―
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通勤手当 異なる 千円 円

千円 円

同じ 千円 円

宿日直手当 異なる 千円 円

異なる 千円 円

異なる 千円 円

５　特別職の報酬等の状況（合併日現在）５　特別職の報酬等の状況（合併日現在）５　特別職の報酬等の状況（合併日現在）５　特別職の報酬等の状況（合併日現在）

円

円

円

円

円

円

○通勤のため交通機関、交通用具（自動

  車等）を使用している職員に支給（徒歩

  により通勤するものとした場合の通勤距

  離が片道1km未満である職員を除く）

　　　・交通機関を使用している職員

        　運賃等相当額（鉄道等利用者は

          6箇月定期券の額）支給限度額

    　　　 55,000円

　　　・交通用具（自動車等）を使用している

        職員　通勤距離に応じ2,500円～

　　　　22,900円

初任給調整

手当

○宿日直勤務を行った職員に支給

　　　・通常の宿日直　5,500円

勤務１時間当た

りの給与額の算

出方法が異なる

○異動又は公署の移転を原因として単身

   赴任となった職員に対して、二重生活に

   よる経済的負担を軽減すること等を目的

   として支給（職員の住居と配偶者の住居

   の距離が６０ｋｍ以上）

　　　・23,000円（交通距離100km以上の場

        合、距離に応じて6,000円～45,000

        円加算）

同じ

980,000

800,000

○正規の勤務時間が深夜にわたる職員に

  支給

　　　・勤務１時間当たりの給与額×25%×

       午後１０時から翌日の午前５時までの

　　　 勤務時間

○専門的知識を必要とし、かつ、採用によ

  る欠員補充が困難である等の事情が考

  慮される職に新たに採用される職員のた

  めに設けられたもので、民間企業の初任

  給との水準を調整するために支給される

  手当

　　・医師　268,500円以内（35年）

―

405,000

525,000

700,000

助 役

収 入 役

議 員

○管理又は監督の地位にある一定範囲の

  職員に対して、その職務の特殊性に着目

  して支給

　　・役職の区分に応じ、給料月額×12%～

      20%

議 長

市 長

―

区 分

副 議 長 435,000

報

酬

給

料

国は片道2ｋｍ未

満無支給。また

交通用具（自動

車等）を使用し

ている職員に対

する手当が国よ

り2,000円高い

（片道2ｋｍ以上

の各距離区

分）。

支給率が異なる

―

―

－

国は4,200円

―

―

―

――

―

―

―

給 料 月 額 等

単身赴任手

当

夜間勤務手

当

管理職手当 ―
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月分

月分

　　（算定方式） 　（支給時期）

    （任期毎）

    （任期毎）

    （任期毎）

６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

(合併日現在）

給料月額×在職月数×0.4136

給料月額×在職月数×0.2538

小計

病院

福

祉

関

係

議 員

　　（１7年度支給割合）

4.35

4.35

　　（１7年度支給割合）

市 長

収 入 役

副 議 長

収 入 役

退

職

手

当

給料月額×在職月数×0.2256

助 役

福

祉

関

係

を

除

く

一

般

行

政

公

営

企

業

等

会

計

部

門

議 長

助 役

市 長

期

末

手

当

民生

衛生

小計

主な増減理由

5

総合計

　　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

議会

総務

税務

労働

農林水産

商工

土木

水道

その他

小計

小計

一般行政部門計

教育

消防

交通

下水道

101

22

1

合併日

43

219

42

5

363

86

92

52

淡路市・洲本市広域事務組合（農業共

済）へ派遣している職員５人と、県教育

主事１人は含んでいない。

42

29

1

144

55

136

10

87

586

職員数
対前年

増減数
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 (2) 年齢別職員構成の状況（合併日現在） (2) 年齢別職員構成の状況（合併日現在） (2) 年齢別職員構成の状況（合併日現在） (2) 年齢別職員構成の状況（合併日現在）

　

人 人 人

586

36歳

59歳

52歳

～

44歳40歳32歳 60歳20歳

～

23歳 27歳 31歳

48歳

47歳

～

24歳

～

計

未満

～

20歳

～～

56歳28歳

71 4

人

55歳

⑨ ⑩ ⑪

58 8260 8112 38 68 47

職員数

641

人 人 人人 人 人人 人

51歳

⑫

～

以上43歳

～

人

⑧

39歳35歳

～

区　分

④ ⑤ ⑥ ⑦① ② ③

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

人数
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